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J ：RMS 値の評価指標 
k ：バネ定数 
1k ：洋上プラントの細長い脚から換算した等価剛性係数 





2m ：TMD の副質量 
ctrlRMS ：制振装置を使用する場合の振動応答 RMS値 
unctrlRMS ：制振装置を使用しない場合の振動応答 RMS値 





2x ：TMD の副質量の変位 
2x ：TMD の副質量の速度 
2x ：TMD の副質量の加速度 
dx ：永久磁石の移動距離 
1X ： 1x の複素振幅 
2X ： 2x の複素振幅 
stX ：主振動系の静たわみ 
y：変位または加速度 
ctrly max ：制振装置を使用する場合の最大振動応答相対比 
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パシッブ型の動吸振器の制振原理は、図 1-2 に示すように簡単に理解できる。図 1-2
の左図に示すのは、本研究での制振の対象とする洋上プラントの主構造であり、主質量
1m 、ばね 1k とダンパー 1c から主振動システムを構成し、固定端から振動荷重 )(tF を受
けて振動する[14]。ここで、主構造の振動を低減するために、図 1-2 の右図に示すよう
に、主質量にもう１つ質量 2m 、ばね 2k とダンパーから構成する副振動システムを取り
















Figure 1-2 Vibration reduction theory of passive damper  
パシッブ型の動吸振器 TMDは、構造的に簡単で利用しやすい点から、基本的な動吸
振器として最も実用されている制振装置とも言われている。図 1-3に示すのは、台湾の
台北 101 高層ビルに設置されている 730ton の振り子を利用するパシッブ型の動吸振器
Dynamic damper
Main structure






































































マスダンパー (Tuned mass damper) を利用することを考え、その制振性能予測及び設計





















Figure 1-4 Landmark tower with active vibration damping 
(http://www.mhims.co.jp/products/steelstructures/vibration/index.html) 
 















(1) 突発的発生する地震被害を軽減するために、動吸振器 TMDには初期 High Response
性能が求められる。初期 High Response 性能とは、地震が発生する際に、動吸振器
が瞬時に地震の衝撃振動に反応して、制振効果が早く発揮する性能のことであり、
洋上プラントの地震初期被害を軽減することができる可能をなる。 




























に、初期 High Response 型の動吸振器 TMD およびその設計法を提案し、数値解析と実
験測定を用い、初期 High Response 型の動吸振器 TMD の制振効果と制振メカニズムに
ついて検討する。 
(3)初期 High Response 性能と衝撃振動エネルギー吸収性能を同時に考慮したうえで、
混合型の動吸振器 TMDを提案し、数値解析と実験測定を用い、提案した混合型の動吸
振器 TMDの制振効果と制振メカニズムについて検討する。 























第 3章の「初期 High Response型の動吸振器による洋上プラントの地震応答低減技
術」では、突発に地震が起こる際に、洋上プラントの主構造の振動より早く動作できる
初期 High Response 型の動吸振器を提案と、その運動方程式をベースとした数値解析

















- 10 - 
 
第 6章の「結論」では、本研究から得られた結論をまとめる。 
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実際の洋上プランの主船体としては 20×30×10m、柱の長さは 98m、直径は 1.2m であ
ることを参考に、およそ 1:200 の比例関係に従い、図 2-1 と図 2-2 に示すように、洋上
プラントの振動モデルの主船体として、100×150×50mm の作業台の上に 50×50×
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                                 (2-2) 







                              (2-3) 
ここで、lは細長い脚の長さ、Eは材料の弾性ヤング率、 I は 4 本の細長い脚の合わ


























Figure 2-5 The section shape of legs 
ここで、運動方程式(2-1)の解を stAex  とおき、 Aと sは未定係数である。速度 xと
加速度 x を次の式ように表される[54]。 
stsAex                                 (2-5) 
stAesx 2                               (2-6) 
式(2-5)と(2-6)を式(2-1)に代入して、次式が得られる。 
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0)( 2  stAekcsms                        (2-7) 
式(2-7)では、 0stAe のため、 02  kcsms となるような運動しか生じられない。
さらに、次のように 
mcn /2             (2-8) 
mk /2      (2-9) 
係数を書きかえると、次式が得られる。 
02 22  nss                         (2-10) 
式(2-10)を解くと、その根を次式のように表される。 
22
21,  nnss                      (2-11) 
式(2-11)をばね－質量－減衰から構成される 1 自由度振動系の特性方程式と呼ばれる。
式の右辺にあるnとの関係により、次のように 3 つの振動状態に分けられる。 
(1) 022 n の場合 





















                  (2-14) 
ただし、 1A と 2A は初期条件により定まる。式(2-14)で表される運動は、図 2-6 に示す
ように、単調に平衡点にもどる運動(無周期運動)をする。 
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Figure 2-6 Displacement of main structure under 022 wn  
 
(2) 022 n の場合 
特性方程式(2-11)の根は、次式で表される。 
nss  21       (2-15) 
運動方程式の一般解は、次式のようになる。 
ntAex                            (2-16) 
この場合も図 2-6 に示すように、時間の経過ともに平衡点に運動をする。 
 
(3) 0
22 n の場合 
特性方程式(2-11)の根は、次式のような複素数となる。 
22 njns                         (2-17) 








nttnjtnjnt     
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衰振動と呼ばれる。また、減衰振動の固有振動数 d は次式で表される。 





Figure 2-7 Displacement of main structure under 0
22 wn  
 
ここでは、 wn  は、単調減少運動するか減衰振動するかの境界となり、単調減少運
動と減衰振動の境界にあたる減衰係数cを臨界減衰係数 cc とする。式(2-8)と(2-9)より、
臨界減衰係数 cc は、次式で表される。 
mkcc 2                          (2-20) 
よって、減衰係数 ccc  の場合に単調減少運動、減衰係数 ccc  の場合に減衰振動、


















ント振動モデルに対し、調和加振力 tFtF cos)(  を与える場合の応答振動について検
討し、その結果をまとめる[55-57]。 
図 2-8 に示すのは調和加振による強制振動解析モデルである。図 2-1 に示す自由振動
の解析モデルに比べ、下部の固定端に強制調和加振力 tFtF cos)(  を加えるだけとな
っている。 
 
Figure 2-8 Schematic of a jack-up offshore platform under sin wave 
 
図 2-8 に示す振動モデルの運動方程式は、自由振動の運動方程式(2-1)の右辺に調和加
振力 wtFtf cos)(  を加えて得られる。 




1 tjtj eeFkxxcxm                      (2-22) 
の形に書き直す。方程式(2-22)を重ね合わせの原理を用いて解くため、方程式(2-22)を次




                        (2-23) 
M
K C





                      (2-24) 
方程式(2-23)の解 1x を 
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            (2-28) 
と表される。 
この結果は、方程式(2-20)の右辺を形式的に tjFe  と置き、それを解いて得た結果の実
部を取って求めたものと一致する。 
式(2-28)に示す解を変形すると 
)cos(   tXx                        (2-29) 
の形となる。ただし、式(2-29)の中にある振幅 X と初期位相 を 












                         (2-31) 
で求められる。ここでは、無減衰系の自由振動の固有振動数 mkn / 、減衰比
)2/( mkc を導入すれば、式(2-31)は 




























nt       (2-34) 






























(a) El Centro NS 地震波形は、1940 年にアメリカで Imperial Valley 地震が発生した際
に El Centro で観測された南北方向 NS の加速度波形であり、その最大加速度は
341.7cm/s
2で、震度は 7 である。(図 2.10(a)) 
(b) Taft EW 地震波形は、1952 年にアメリカで Kern Country 地震が発生した際に Taft
で観測された東西方向 EWの加速度波形であり、その最大加速度は 152.7 cm/s2で、
震度は 7.7 である。(図 2.10(b)) 
(c) 東北地方太平洋沖地震 NS 地震波形は、2011 年に東日本大震災が発生した際に涌
谷町新町で観測された南北方向 NS の加速度波形であり、その最大加速度は
489cm/s
2で、最少加速度は-515.27 cm/s2で震度は 7 である。(図 2.10(c)) 
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(b) Time history under Taft EW seismic wave 
 
(c) Time history under Fukushima NS seismic wave 









に見える。El Centro NS波のピークは周波数1.47Hz、Taft EW波のピークは周波数1.38Hz、
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(a) Acceleration response spectrum under El Centro NS seismic wave 
 








(c) Acceleration response spectrum under Fukushima NS seismic wave 


















































































































Figure 2-12 Random vibration wave 
 





Displacement or Acceleration 
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(1) 二乗平均平方根（Root mean square, RMS）は、y (変位または加速度)に対して、n




ctrlRMS は制振装置を使用する場合の振動応答 RMS 値、 unctrlRMS は制振装置を
















J                       (2-36) 
 
(2) 最大応答値の相対値（Maximum relative response value）は、ある振動応答値 y (変
位または加速度)の最大値を注目して、n個のサンプルデータ iy ( ni ,,,,2,1 )の中
から、最大ピーク値 }max{max iyy  だけを選択して、振動応答を評価するが、実
際に地震荷重を受ける洋上プラントの制振効果を評価するために用いる評価指
標  は、式(2-37)のように定義される。ただし、 ctrly max は制振装置を使用する場









maxmax     (2-37) 
 
2.5 地震荷重による強制振動特性の解析 
地震荷重による洋上プラント振動モデルの解析モデルは図 2-13 に示し、図 2-8 に示
す調和加振による強制振動解析モデルに比べ、下部の固定端に強制調和加振力の代わり
に地震荷重による慣性力 exm  を加えるだけであり、ここでは、 ex は地震加速度の入力
信号である。 
図 2-13 に示す振動モデルの運動方程式は、次式で表される。 
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     exmkxxcxm                           (2-38) 
 
Figure 2-13 Schematic of a jack-up offshore platform under external force 
 運動方程式(2-38)の右辺にある地震加速度 ex による加振力は、不規則的なランダム入
力信号なので、中心差分法を用いて運動方程式の解を求める[60-65]。 
ある時間 tにおける変位 )(tx を考える。 )(tx は十分に滑らかであると仮定すると，tよ


































          (2-39) 
 




























     (2-40) 
 













                    (2-41) 
 
は前進差分法(forward difference method) と呼ばれる。 )( xO  は t の一次項以上の項から
M
K C
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なる打ち切り誤差である。このように前進差分法は t に比例して誤差が小さくなる 1
次精度の差分スキームである。 
 
Figure 2-14. Forward difference method 






















txttx           (2-42) 






































           (2-43) 
を得る。この近似は後退差分法(backward difference method)と呼ばれ,前進差分と同様












































          (2-44) 
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Figure 2-15. Forward difference method 
を得る。この近似は中心差分法と呼ばれ、打ち切り誤差は t の二乗以上の項からな
る 2 次精度のスキームである。 
 
Figure 2-16 Central difference method 





















































      (2-45) 
 - 30 -  
 











































































   0
)1(
1 x                           (2-51) 
よって、変位 0)0(1 x と 0)1(1 x を式(2-49)に代入することで、次の時間ステップの変位
)2(
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(1) 計算時間領域、差分点数と初期条件を入力する。 
(2) 差分計算の時間刻み t と時間時刻 tを設定する。 
(3) 時刻 tにおける変位値 tx と加速度値 tx 計算する。 
(4) 変位値 tx と加速度値 tx を入力する。 
(5) 次の計算時時刻 tを設定する。 
(6) 現在の計算時刻 tは、最大計算時刻 maxt より、小さいであれば、手順(3)に戻して、
繰り返し計算を続ける。 






































































          
       (a) Accelerometer(NP-3414)              (b) Laser vibrometer(CD22-100) 
Figure 2-19 Sensor devices 
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器(株)製の DS-3000-FFT アナライザーを利用する。 
従って、本研究に使用する洋上プラント振動モデルの振動特性の測定システム構成
は図 2-21 に示すように、振動台、加振コントローラ、FFT アナライザーと結果処理
用パソコンから構成される。 
実際の洋上プラント振動モデルは、実際の洋上プラントより 1/200 の比例関係で縮













































正弦波加振実験を行って、図 2-24 に示すのは変位応答、図 2-25 に示すのは加速度応答
の結果である。図より、正弦波の入力信号周波数は 3Hz である場合、洋上プラント振
動モデルの変位と加速度の応答が最も大きくになり、すなわち、洋上プラント振動モデ





































































(d) Displacement responses under the 4Hz sin waves 













































































































(d) Acceleration responses under the 4Hz sin waves 
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(c) Displacement responses under the Fukushima NS 
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(a) Acceleration responses under the EI-Centro NS 
 
(b) Acceleration responses under the Taft EW 
 
(c) Acceleration responses under the Fukushima NS 


































































































(c) Displacement of frequency response function under Taft EW seismic wave 
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(c) Acceleration of frequency response function under Taft EW seismic wave 
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2.7.3 地震波加振による検証 
 地震荷重を受ける洋上プラント振動モデルの振動特性を検討するため、実際の El 
Centro NS、Taft EW と Fukushima NS の地震波形を振動台に入力し加振実験を行って。
図 2-27 に示すのは変位応答、図 2-28 に示すのは加速度応答の結果である。図中より、
各地震による振動応答結果はランダム波形となり、最大応答ピーク値が現れる時間はそ
れぞれ違い、El Centro NS は約 4 秒、Taft EW は約 6 秒、Fukushima NS は約 9 秒で振動
応答は最も激しくなることが分かる。 
さらに、洋上プラント振動モデルが地震荷重を受ける時の振動応答特性を検討するた
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トの主構造の振動より早く起動できる初期 High Response 型動吸振器を提案して、そ
の運動方程式をベースとした数値解析と振動実験による実測検証を利用して、本章の提
案する初期 High Response 型の動吸振器の妥当性と有効性を確認する。 
 




































Figure 3-1 Experiment model of offshore platform and TMD 
図 3-1 の右図に示すように、本章の提案するダンパーなしの動吸振器 TMD は振子式
TMD であり、下に車輪付きの集中質量と両側に設置するバネから構成している。さら
に、動吸振器 TMD を図 3-1 の左図に示すように、洋上プラント振動モデルの上部にあ
る集中質量の下に取り付ける。動吸振器 TMD の集中質量は 0.588kg、ばねのばね定数
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は 2.27×10-3N/m であり、必要に応じてそれらを調整することは可能である。 
ここでは、洋上プラントの主質量 1m 、TMD の副質量 2m の質量比については、制振原
理と制振効果を検討することを研究目的とするため、本研究に用いる洋上プラント振動モ
デルの質量比 25.0/ 21 mm とする。今後の応用研究の段階に入ってから、質量比 21 /mm の
適用範囲の拡大について検討する予定である。 
 

























槽を図 3-2 に示すように単純化して、さらに図 3-3 に示すような 2 自由度の振動解析モ
デルとして考える。 
図 3-3 では、 1m は洋上プラントの主質量、 1k は洋上プラントの細長い脚から換算し
た等価剛性係数、 1c は水抵抗から等価した減衰係数、 2m は TMD の副質量、 2k は TMD
のばね定数である。 Vx は地震入力加速度信号である。洋上プラントの主質量の変位を 1x 、








tjemxxkxkxcxm 21122111111 )(                  (3-1) 
tjemxxkxm 2212222 )(                      (3-2) 
 
ここでは、は加振力の周波数である。主質量と副質量の変位を、それぞれ 
   
tjeXx 11       (3-3) 
           tjeXx 22       (3-4) 
とおき、 1X 、 2X は 1x 、 2x の複素振幅である。式(3-3)と(3-4)を運動方程式(3-1)と(3-2)





















































  (3-6) 
 
さらに、主振動系の静たわみを KFX st / 、固有振動比を 12 /  、強制振動数
を 1/  、主振動系の固有振動数を 111 /mk 、動吸振器の固有振動数を

















           (3-7) 
 
ここでは、 stXX /1 は主質量の動的変位と静的変位の振幅比であり、それが小さく
なればなるほど、洋上プラントの振動応答が小さくなるので、この値を最小化するこ
とが動吸振器 TMD 設計の目標となり、この目標を達成するように TMD の構成パラ
メータを調整する過程は最適同調となる。 
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3.3 中心差分法による振動応答解析 




Vxmxxkxkxcxm  1122111111 )(  ,                 (3-8) 
Vxmxxkxm  212222 )(  ,                     (3-9) 
 
ここでは、前章に示した 2 次精度の中心差分法を式(3-8)と(3-9)に適用するため、現
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Figure 3-4 Diagram of testing system (PC—personal computer, TMD—tuned-mass damper, 


















ある砂の高さは 80 mm、水の深さ 400 mm である。洋上プラント振動モデルの主質量
は 2.346kg、TMD の副質量は 0.588kg である。さらに、水槽を振動台に固定させて、
信号発生器から地震加速度波を加振コントローラおよび振動台に送って、地震荷重に
よる洋上プラント振動モデルの振動応答実験を実施する。図 3-5 に示すのは、振動台
の上に固定した水槽、洋上プラント振動モデルおよび動吸振器 TMD の外観である。 
 
          
 
Figure 3-5 Experimental setting (Offshore platform model and vibration table) 
 
3.4.1 動吸振器 TMD の最適同調 
動吸振器 TMD を利用して、洋上プラント振動モデルの振動応答を最大限に低減する
ように、動吸振器 TMD に対して最適同調の作業手順は次の通りである。 













(2) 動吸振器 TMD と洋上プラント振動モデルの 1 次固有振動数が等しくなるように
TMD の構成する副質量とばねを調整する。それを実施するために、まず、TMD
を洋上プラント振動モデルから外して、図 3-6 に示すように振動台の上台面に固
定して、振動台に周波数 0～8Hz の範囲を 0.02Hz の間隔で Sweep 波を与えて、動
吸振動器 TMD の固有振動数を測定する。それから、動吸振器 TMD と洋上プラン
ト振動モデルの固有振動数が等しくなるように、繰り返し TMD の副質量とばね
剛性を調整する。本章の最適同調実験で測定し調整した結果を図 3-7 に示す。図
3-7 により、両方の周波数応答関数のピーク値は 2.56 Hz であり、すなわち、洋上
プラント振動モデルと動吸振器の 1次固有振動数は共に 2.56Hzであることを示し
ている。 




Figure 3-6 Resonance frequency experiment of Tuned mass damper 
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図 3-8 にスイープ加振実験で得られた共振曲線の検証結果を示す。スイープ加振実験









する第 1 歩として、複数の正弦波を加振信号として振動台に入力して、動吸振器 TMD
を使用する場合と使用しない場合 2 種類の測定ケースに分けて、それぞれ振動応答を測
定した結果を図 3-9〜図 3-12 に示す。図中より、洋上プラント振動モデルの 1 次固有振































































No TMD Control With TMD Control
- 56 - 
 
 
Figure 3-11 Displacement responses under 3Hz sin waves 
 
Figure 3-12 Displacement responses under 3.5Hz sin waves 
 
3.4.4 地震波による時間領域の制振効果の検証 
ここでは、実際の地震加速度波形の El Centro NS 地震波と Taft EW 地震波を入力信
号として、洋上プラント振動モデルを加振して、それぞれの洋上プラント振動モデル
の主質量の変位と加速度を測定して、更に同じ条件の下で中心差分法を用いた数値解
析結果と比較して、その結果を図 3-12〜図 3-15 に示し、図中では、赤い点線で示す
のは TMD 制振なしの結果で、黒い実線で示すのは TMD 制振ありの結果である。 
図 3-13(a)と(b)には、それぞれ El Centro NS 地震波による洋上プラント振動モデル
の主質量の変位の数値解析結果と実験測定結果である。図 3-14(a)と(b)に示すのは、
それぞれ Taft EW 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量の変位の数値解析
結果と実験測定結果である。図 3-15 には、東北地方太平洋沖地震 NS 地震波による
洋上プラント振動モデルの主質量の変位の実験測定結果である。図 3-16 には、それ
ぞれEl Centro NS地震波による洋上プラント振動モデルの主質量の加速度の実験測定
結果である。図 3-17 に示すのは、それぞれ Taft EW 地震波による洋上プラント振動
モデルの主質量の加速度の実験測定結果である。図 3-18 には、東北地方太平洋沖地










































No TMD Control With TMD Control
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(a) Numerical analysis result  
(b) Experimental result 






(a) Numerical analysis result 
(b) Experimental result 
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図 3-13〜図 3-18 に示す時間領域における変位と加速度の結果より、次の結論が得
られた。 
















実際の地震加速度波形の El Centro NS 地震波と Taft EW 地震波を入力信号として、
洋上プラント振動モデルを加振して、測定した洋上プラント振動モデルの主質量の変




図 3-16(a)、(b)と(c)は、それぞれ El Centro NS 地震波、Taft EW 地震波と東北地方太
平洋沖地震 NS 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量変位の周波数応答グ





























(b) Power spectral density of the Taft EW seismic wave 
 (c) Power spectral density of the Fukushima NS seismic wave 
























































































































(c) Power spectral density of the Fukushima NS seismic wave 
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図 3-19 と図 3-20 に示す周波数領域における変位と加速度の周波数応答結果より、
次の結論が得られた。 
(1) 動吸振器 TMD を使用しない場合、すべての変位と加速度の振動応答は、洋上プラ
ント振動モデルの 1 次固有振動数 2.56Hz 周辺で最大となるピークになっている。
これは地震加振入力波形の中に含まれる 2.56Hz に近い周波数成分により洋上プラ
ント振動モデルに発生した共振現象と考えられる。 
(2) 動吸振器 TMD を使用する場合では、動吸振器 TMD を使用しない場合と比べて、
周波数応答が最も激しい周波数 2.56Hz 周辺のパワースペクトル密度値は大幅に低
減することを示しており、これは図 3-12〜図 3-15 に示す時間領域における変位と加
速度が動吸振器 TMD を使用することにより大きく低減する原因となっている。 
(3) 洋上プラント振動モデルの 1 次固有振動数を中心とし、その 1 次固有モードの振動
応答を低減することによって洋上プラント全体の振動応答を有効に低減させること






で定義した評価指標  と J を用いて、本章の提案した動吸振器 TMD の制振効果を評価
する。ここでは、 値は TMD を使用する場合の平均的な振動応答と TMD を使用しな
い場合の平均的な振動応答の比率を表す評価指標であり、 値が小さいほど制振効果が
大となる。また、 J 値は TMD を使用する場合の振動応答の最大値と TMD を使用しな
い場合の振動応答の最大値の比で表す評価指標であり、J 値が小さいほど制振効果が大
となる。 
表 3.1 に示すのは、地震波 El-Centro NS、Taft EW と東北地方太平洋沖地震 NS 加
振する場合、動吸振器を用いて得られた制振効果の評価結果である。 
表中より、地震波 El-Centro NS で加振する場合、その変位応答の平均値は
%51.19%100)8049.01(  、変位応答の最大値は %05.28 低減して、その加速度応答
の平均値は %78.22%100)7722.01(  、加速度応答の最大値は %39.32 低減した。 
一 方、 地 震波 Taft EW で 加振す る場 合、 その変 位応答 の平 均値は
%09.18%100)8189.01(  、変位応答の最大値は %44.27 低減して、その加速度応答
の平均値は %17.27%100)7283.01(  、加速度応答の最大値は %06.44 低減した。 
- 63 - 
 
地震波東北地方太平洋沖地震  NS で加振する場合、その変位応答の平均値は
%53.14%100)8547.01(  、変位応答の最大値は %74.22 低減して、その加速度応答
の平均値は %46.18%100)8154.01(  、加速度応答の最大値は %53.8 低減した。 
これらの評価結果より、本章の提案する動吸振器 TMD は、洋上プラント振動モデ
ルの制振装置として有効であることが確認できた。 
Table3-1 Results of the evaluation indices 
Seismic 
excitation 
Displacement response Acceleration response 
  J    J  
El-Centro NS 0.2805 0.8049 0.3239 0.7722 
Taft EW 0.2744 0.8191 0.4406 0.7283 






3.5.1 初期 High Response 性能に関する考察 
突発発生する地震による衝撃振動被害は、地震の初期段階で生じるものが多いため、
動吸振器 TMD の設計開発に対して、初期 High Response 性能が要求されている。すな
わち、洋上プラント構造の衝撃振動被害が発生する前に、動吸振器 TMD が運動し始め、
洋上プラントに対する制振効果が表れることが望ましい。 
ここでは、本章の提案する動吸振器 TMD の初期 High Response 性能を検証するため、
地震が発生する 3 秒以内に限定し、中心差分法を用いて洋上プラント振動モデルおよび
動吸振器 TMD に関する運動方程式を解析し、洋上プラント主質量と TMD 副質量の運
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初期条件(3-17)と(3-18)を式(3-12)と式(3-13)に代入すると、次の時刻の変位 )2(1x  と 
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2 xx                              (3-22) 
 
式(3-22)により、地震が発生する時に、動作開始から 2t (s)における変位を比較すると、






この現象を検証するために、地震波形の El-Centro NS 波と Taft EW 波を入力信号とし
て、洋上プラント振動モデルを加振する時、最初の 3秒までの振動応答を求め、洋上プ
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図 3-21 に示すのは El-Centro NS 地震波における変位結果、図 3-22 に示すのは Taft EW
地震波における変位結果、図 3-23 に示すのは El-Centro NS 地震波における加速度結果、
図 3-24 に示すのは Taft EW 地震波における加速度結果である。 
図中より、地震が発生する 3 秒以内では、すべての変位または加速度の結果から、洋
上プラント主質量より、TMD 副質量が先に運動し始まることを示している。よって、
本章の提案する動吸振器 TMD の初期 High Response 特性を持つことが確認できた。 
 
更に動吸振器 TMD の初期 High Response 特性を検証するため、図 3-21 と図 3-22 に示
す変位結果に対して、それぞれフーリエ変更を行い、洋上プラント主質量と TMD 副質





Figure 3-25 Phase difference of the TMD and platform under El-Centro NS seismic wave 
 
 




















































図 3-27 に示すように相対運動は、洋上プラント主質量の変位 1x と、TMD 副質量の変位



























 xx  
Figure 3-27 Diagrams showing different relative motions: (a) no relative motion ( 012  xx ) and 














xxkEk  .                           (3-16) 
 
012  xx の時、洋上プラント主質量と TMD 副質量の間に相対運動はないので、TMD




    Figure 3-28 Relative displacement 
12 xx   under the El-Centro NS seismic wave 
 
      Figure 3-29 Relative displacement 
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図 3-28 と図 3-29 に示すのは、El-Centro NS と Taft EW の地震波で加振する時、洋上
プラント主質量と TMD 副質量の相対変位である。図中より、全時刻歴にわたり相対運






期被害を防ぐ問題を解決するために、独自に初期 High Response型の動吸振器 TMDを提
案して、数値解析と実験測定を用いて、初期 High Response型の動吸振器 TMDの制振効
果と制振メカニズムを検討した結果、以下の結論が得られた。 





(2) 初期 High Response 型の動吸振器 TMD の設計法として、洋上プラント振動モデルと
動吸振器 TMD の 1 次固有振動数を一致させる方法を提案し、数値解析と実験測定








た制振効果を評価した結果、地震波 El Centro NS で加振した場合、変位応答の平均
値は %51.19 、変位応答の最大値は %05.28 低減し、加速度応答の平均値は %78.22 、
加速度応答の最大値は %39.32 低減した。一方、地震波 Taft EW で加振した場合、変
位応答の平均値は %09..18 、変位応答の最大値は %44.27 低減し、その加速度応答の
平均値は %17.27 、加速度応答の最大値は %06.44 低減した。地震波東北地方太平洋
沖地震 NS で加振した場合、その変位応答の平均値は %53.14 、変位応答の最大値は
%74.22 低減し、その加速度応答の平均値は %46.18 、加速度応答の最大値は %53.8 低
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減した。これらのことから章で提案した初期 High Response 型の動吸振器 TMD を用
いて確実に洋上プラント振動モデルの振動応答を低減することが定量的に確認でき
た。 
(5) 洋上プラント主質量と TMD 副質量の運動開始時間の比較と相対運動の発生など多
角的な視点から詳しく検討を行い、本章の提案する初期 High Response 型の動吸振
器 TMD の制振メカニズムが明らかにした。 
(6) 本報の提案した初期 High Response 型の動吸振器 TMD は、地震の初期には瞬時に応
答できる制振性能を持ち、従来の動吸振器 TMD より大きく改善できたが、初期 High 








前章では、初期 High Response 型の動吸振器 TMD を提案して、その制振効果と初期




動吸振器 TMD の設置のための十分な空間が必要になる。そこで、地震時に TMD のス
トロークを一定範囲以内に制限しても制振効果が得られる新たな動吸振器 TMD が求
められている。更に、想定外の大地震が発生することを考えて、動吸振器 TMD にはス
トロークオーバーによる TMD 装置の損傷を回避する制御技術も必要となる。 
通常、大地震による振動低減手段としては、大きな減衰効果がある動吸振器 TMD を
用いることが考えられるが、減衰材料を使う動吸振器 TMD の応答速度が遅れることが










TMD の制振効果、初期 High Response 特性および衝撃振動エネルギー吸収性能などに
ついて詳細な検討を行う。 
 
4.1 混合型の動吸振器 TMD の提案 
前章では、洋上プラントに適用する動吸振器 TMD が、突発に地震が起こる際に、洋
上プラントの主構造の振動より早く起動する性能を持つ初期 High Response 型の動吸振
器 TMD を提案し、数値解析と振動実験による検証を行い、提案した初期 High Response
型の動吸振器 TMD の有効性を確認した。 
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ただし、前章の提案した初期 High Response 型の動吸振器 TMD には、初期 High 
Response 性能を追求するためにダンパーを省略したので、大地震による衝撃振動には対
応できない欠点が存在する。 
この問題を解決するため、出来るだけ初期 High Response 性能を維持して、地震初期
振動に瞬時に応答できることと、大地震にも多く衝撃振動エネルギーが吸収できるとい
う双方の制振性能を同時にもつように、本章では、図 4-1 に示すような混合型の動吸振













Figure 4-1 Experiment model of offshore platform and bufferable TMD model 
 図 4-1 により、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD は、従来の TMD 構造に緩衝
材を加えて組み合わせたものとも言える。従来の TMD 構造は、質量と弾性ばねから構
成される。図 4-1 の右図に示すように、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD の質量
部の両側に一定の幅 Gap を空けて、TMD の外枠に弾性緩衝材を設置して構成している。 
 図 4-1 の右図に示す混合型の動吸振器 TMD を使用する場合、地震初期に衝撃振動が
与えられる時、TMD の中央部にある質量の周辺には緩衝材はなく、質量はフリー状態















 実際に混合型の動吸振器 TMD を洋上プラント振動モデルに適用する場合、図 4-1 の
左図に示すように、洋上プラントの上部にある主質量の下に取り付ける。混合型の動吸
振器 TMD の副質量は 0.588kg、ばねの弾性係数は 2.27×10-3N/m であるが、必要に応じ
てそれらを調整することは可能である。また、副質量の両側にある空白部分の幅と緩衝




動モデル、動吸振器 TMD および水槽を図 4-2 に示すように単純化して、さらに図 4-3
に示すような 2 自由度の振動解析モデルとして考える。 
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Figure 4-3 Systemic model of a jack-up offshore platform with a bufferable TMD 
 
図 4-3 では、 1m は洋上プラントの主質量、 1k は洋上プラントの細長い脚から換算し
た等価ばね定数、 1c は水抵抗から等価した減衰係数、 2m は TMD の副質量、 2k は TMD
のばね定数である。 bk は緩衝材の等価ばね定数、 bc は緩衝材の減衰係数である。 
Vx は地震入力加速度信号であり、洋上プラントの主質量の変位を 1x 、TMD の副質量
の変位を 2x とする。 
洋上プラントの固有振動特性に合わせて、制振効果が持たせるように、TMD の特性
を適切に調整する最適同調を行う必要がある。 
図 4-1 に示した混合型の動吸振器 TMD では、副質量の振動する振幅があまり大きい
場合、TMD の両側外枠に設置する緩衝材に衝突して振動エネルギーを吸収することに
なるが、副質量が TMD の中央部分で左右に振動して制振効果を発揮する立場から見れ
ば、前章で提案した初期 High Response 型の動吸振器 TMD と同じになることを考慮し
て、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD に対しても、前章と同様な方法で最適同調




図 4-3 に示す解析モデルの運動方程式は、洋上プラント主質量と TMD 副質量の相対
変位の絶対値
12 xx  とギャップ幅 d の関係により、非衝撃時及び衝撃時に分けされて、
1x  
2x  
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別々に表される。 
非衝撃( dxx  12 )の場合 
Vxmxxkxkxcxm  1122111111 )(                     (4-1) 
Vxmxxkxm  212222 )(                      (4-2) 
 
ただし、 1x 、 1x と 1x は洋上プラントの変位、速度と加速度であり、 2x と 2x は TMD
の変位と加速度である。 Vx は加振力の加速度である。 
衝撃( dxx  12 )の場合 
VbB xmxxdxxkxxkxkxxcxcxm  1121212211121111 )sgn()()()(          
(4-3) 
VbB xmxxdxxkxxkxxcxm  212121221222 )sgn()()()(               
(4-4) 
 


























)(                                (4-6) 
 
式(4-5)と式(4-6)を運動方程式(4-1)~(4-4)に代入して、洋上プラント主質量と TMD 副
質量の変位 1x と 2x が次のように得られる。 
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  (4-12) 
tcmk  1111 5.0                                   
              tck b 5.012                              
              tck b 5.021                             
      tcmk b 5.0222                            (4-13) 
 
































































      (4-16) 



















































2  xxx  ，，                     (4-19) 
初期条件(4-18)と(4-19)を式(4-5)に代入すると、次の時間ステップの変位を得る。 
   0
)1(
1 x , 0
)1(
2 x                        (4-20) 
次に、変位 0)0(1 x 、 0
)0(
2 x 、 0
)1(
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4.4 混合型の動吸振器 TMD のギャップ幅の設定 




LdD /      (4-21) 
ただし、d は副質量から緩衝材までの距離、L は TMD 全長の半分である。また、ギ
ャップ幅を表す距離係数D を %7 〜 %27 の範囲以内で等分割して、それぞれ変位応答を
解析し比較する。ただし、ギャップ幅だけを検討するため、他のパラメータについては、
実験装置の実測値を参考に固定しておき、洋上プラント主質量と TMD 副質量の比は
0.25、緩衝材の減衰係数は 0.012 とする。 
まず、前章と同様の方法で、洋上プラント振動モデルに対してスイープ加振をして固
有振動数を測定して得られた固有振動数は 3.2Hz であった。そこで周波数 3.2Hz の正弦
波を使って、加振振幅が 5v で、洋上プラント振動モデルを加振した変位応答を測定あ
いた。図 4-5 により、距離係数は %17 である時に洋上プラントの変位応答が最も小さい
ことを示している。検証のため、動吸振器 TMD を使用すると使用しない場合に分けて、
それぞれ解析を行い、その変位応答のピーク値の比をまとめて図 4-6 に示す。 
 
Figure 4-5 Displacement responses of the modeled offshore platform corresponding to various 






















Distance coefficient=7% Distance coefficien=12%
Distance coefficien=27% Distance coefficien=17%
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Figure 4-6 Ratios of the peak values of the modeled offshore platform with and without bufferable 
TMD for various distance coefficients under sinusoidal waves 
 




析して、加振振幅が 5v で、得られた動吸振器 TMD を使用すると使用しない場合の変
位応答のピーク値の比をまとめた結果を図 4-7 と図 4-8 に示す。図 4-7 は東北地方太平
洋沖地震 NS 地震波による変位応答ピーク値の比であり、図 4-8 は Taft EW 地震波によ
る変位応答ピーク値の比である。 
図 4-7 と図 4-8 の結果より、距離係数はおよそ 17%になる時に、正弦波で加振する場
合と同様に、洋上プラントの制振効果に対する制振効果が最も良いことが分かる。 
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Figure 4-7 Ratios of the peak values for the offshore platform with and without bufferable 
TMD for different distance coefficients under Taft EW seismic wave 
 
Figure 4-8 Ratios of the peak values for the offshore platform with and without bufferable 





























































80 mm、水の深さ 400 mm である。洋上プラント振動モデルの主質量は 2.346kg、TMD













Figure 4-9 Diagram of the testing system (PC—personal computer, TMD—bufferable 
tuned-mass damper, FFT Analyzer—fast Fourier transform analyzer) 
 
混合型の動吸振器 TMD を利用して、洋上プラント振動モデルの振動応答を最大限に
低減するように、前章と同様に動吸振器 TMD に対して最適同調を行う必要がある。 
まず、洋上プラント振動モデルの 1 次固有周波数を測定するために、振動台に周波数
0～8Hz の範囲を 0.02Hz の間隔で順番に正弦波で加振する Sweep 波を与えて、洋上プラ
ント振動モデルの周波数応答関数を測定した。その周波数応答関数グラフから、洋上プ
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り付けた洋上プラント振動モデルの 1 次固有振動数は 3.2Hz となる。この結果が前章の




台に周波数 0～8Hz の範囲を 0.02Hz の間隔で Sweep 波を与えて、動吸振動器 TMD の固
有振動数を測定する。それから、動吸振器 TMD と洋上プラント振動モデルの固有振動






Figure 4-10 Frequency response function of the offshore platform 
図 4-10 にスイープ加振実験で得られた共振曲線の検証結果を示す。スイープ加振実
験では、スイープ振動数として 0.1Hz~5Hz の間に 0.05Hz 間隔で順番に異なる振動数の
正弦波を入力し、洋上プラント主質量の変位周波数応答の共振曲線を描いた。 
図中より、非制振時に比べ、制振装置 TMD の使用するほうが、制振対象の共振点に
おける応答が大幅に低減し、特に前章の提案した初期 High Response 型の動吸振器に比
べて、新たに TMD 副質量の両サイドに制振材を設定する改善により、共振ピークが一
層よく抑えられていることが確認出来る。この結果から、本章の提案する混合型の動吸




































変位と加速度への制振効果を検証するために、加振振幅が 5v で、加振周波数を 2.56Hz、
2.8Hz、3Hz、3.2Hz と 3.4Hz とした正弦波による加振実験を行い、その結果を図 4-11 と
図 4-12 に示す。図 4-10 は変位、図 4-11 は加速度の測定結果である。図より、共振周波
数 3.2Hz 付近では混合型の動吸振器 TMD の制振効果が最も大きいことを示している。 









(b) Displacement responses under 2.8Hz sin wave 
 































































No TMD control With TMD control































(d) Displacement responses under 3.2Hz sin wave 
 
(e) Displacement responses under 3.4Hz sin wave 
Figure 4-11 Displacement responses under sin wave 
 












































No TMD Control With TMD Control





    (b) Acceleration responses under 2.8Hz sin wave 
 







































































No TMD control With TMD control
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(e) Acceleration responses under 3.4Hz sin wave 
Figure 4-12 Acceleration responses under sin wave 
 
4.5.3 地震波による時間領域の制振効果検証 
ここでは、実際の地震加速度波形の東北地方太平洋沖地震 NS 地震波、Taft EW 地
震波と El Centro NS 地震波を入力信号として、洋上プラント振動モデルを加振して、
それぞれの洋上プラント振動モデルの主質量の変位と加速度を測定し比較する。得ら
れた結果を図 4-13〜図 4-15 に示し、図中では、赤い点線で示すのは TMD 制振なしの
結果で、黒い実線で示すのは TMD 制振ありの結果である。 
図 4-13(a)と(b)は、それぞれ東北地方太平洋沖地震 NS 地震波による洋上プラント振
動モデルの主質量の変位と加速度の測定結果である。図 4-14(a)と(b)は、それぞれ Taft 
EW 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量の変位と加速度の測定結果であ
る。図 4-15(a)と(b)に示すのは、それぞれ El Centro NS 地震波による洋上プラント振
動モデルの主質量の変位と加速度の測定結果である。 
さらに、緩衝材から制振効果への影響を検討するため、東北地方太平洋沖地震 NS、
Taft EW 地震波と El Centro NS 地震波で加振する場合、得られた変位応答の結果から、
洋上プラント主質量と TMD 副質量の相対変位をまとめて、緩衝材の位置に合わせて

















































No TMD control With TMD control
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  (b) Acceleration results 

















    (b) Acceleration results 





























































































No TMD control With TMD control










(b) Acceleration results 




















Figure 4-17 Relative displacement of the mass under Taft EW seismic waves 
図 4-13〜図 4-15 に示す時間領域における変位と加速度の結果より、次の結論がま
とめられる。 
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て有効であることを示している。 











実際の地震加速度波形の東北地方太平洋沖地震 NS 地震波と Taft EW 地震波を入力
信号として、洋上プラント振動モデルを加振して、測定した洋上プラント振動モデル
の主質量の変位と加速度に対して、それぞれフーリエ変換を行い、その結果を図 4-18、
図 4-19 に示す。図では、赤い点線は TMD 制振なしの結果、黒い実線は TMD 制振あ
りの結果である。図の横軸は周波数で、縦軸はパワースペクトル密度（PSD）である。 
図 4-18(a)、(b)と(c)は、それぞれ東北地方太平洋沖地震 NS 地震波、Taft EW 地震波と
El Centro NS 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量変位の周波数応答グラフ
である。図 4-19(a)、(b)と(c)は、それぞれ東北地方太平洋沖地震 NS 地震波、Taft EW



















































(b) Under the Taft EW seismic wave 
 
(c) Under the El Centro NS seismic wave 
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(c) Under the El Centro NS seismic wave 
Figure 4-19 Power spectral density of the accelerations 
 
図 4-18 と図 4-19 に示す周波数領域における変位と加速度の周波数応答結果より、
次の結論が得られる。 
(1) 混合型の動吸振器 TMD を使用しない場合、すべての変位と加速度の振動応答は、
洋上プラント振動モデルの 1 次固有振動数 3.2Hz 周辺で最大となるピークになって
いる。これは地震加振入力波形の中に含まれる 3.2Hz に近い周波数成分により洋上
プラント振動モデルに発生した共振現象と考えられる。 
(2) 混合型の動吸振器 TMD を使用する場合では、混合型の動吸振器 TMD を使用しな
い場合と比べて、周波数応答が最も大きい周波数 3.2Hz 周辺のパワースペクトル
































































- 92 - 
 
な原因となっていると考えられる。 






と J を用いて、本章の提案した混合型の動吸振器 TMD の制振効果を評価する。 
ここでは、 値は TMD を使用する場合の平均的な振動応答と TMD を使用しない場
合の平均的な振動応答の比率を表す評価指標である。一方、J 値は TMD を使用する場
合の振動応答の最大値とTMDを使用しない場合の振動応答の最大値の比で表す評価指
標である。 
表 4.1 に示すのは、地震波東北地方太平洋沖地震 NS、Taft EW と El Centro NS とで加
振した場合の複合型動吸振器 TMD を用いて得られた制振効果の評価結果である。 
表中より、地震波東北地方太平洋沖地震 NS で加振した場合、その変位応答の平均値
は %4.25%100)746.01(  、変位応答の最大値は %2.42 低減し、その加速度応答の平均
値は %6.21%100)784.01(  、加速度応答の最大値は %8.23 低減した。一方、地震波
Taft EW で加振した場合、その変位応答の平均値は %9.26%100)731.01(  、変位応答
の最大値は %5.34 低減し、その加速度応答の平均値は %5.34%100)655.01(  、加速度
応答の最大値は %9.47 低減した。地震波 El Centro NS で加振した場合、その変位応答の
平均値は %8.11%100)882.01(  、変位応答の最大値は %4.21 低減し、その加速度応答
の平均値は %3.17%100)827.01(  、加速度応答の最大値は %3.67 低減した。 
これらの評価結果より、本章の提案する複合型の動吸振器 TMD は、洋上プラント振
動モデルの制振装置として有効であることが確認できた。 
Table 4-1 Results of the evaluation indices 
Seismic 
excitation 
Displacement response Acceleration response 
  J    J  
Fukushima NS 0.422 0.746 0.238 0.784 
Taft EW 0.345 0.731 0.479 0.655 
El Centro NS 0.214 0.882 0.673 0.827 
 










図 4-20 と図 4-21 は、地震波東北地方太平洋沖地震 NS と Taft EW による加振にて、
前章で提案した緩衝材なしの動吸振器 TMD を用いる場合と、本章の提案する緩衝材あ
りの混合型の動吸振器 TMD を用いる場合との変位応答の数値解析結果である。 
ここでは、大地震荷重による洋上プラントの振動応答を検討する目的で、地震波入力
信号の振幅を大きくして加振したため、前章で提案した緩衝材なしの動吸振器 TMD を
用いた時の TMD 副質量の運動があまり大きく、TMD の外枠フレームを超える現実で
ない変位応答が数値解析上で表現させて、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD を用
いる場合と比較し検討する。 
図 4-20 と図 4-21 の縦軸は、洋上プラント主質量と TMD 副質量の相対変位を示す。
点マークで囲む部分は緩衝材の領域を示し、縦軸に示す緩衝材の境界 mm50 は TMD
の外枠フレームを示しており、緩衝材の内側に挟む空白部分は TMD 副質量が自由に運
動できる自由領域であり、緩衝材の外側にある部分は外枠フレームの外側に当たり、数
値解析上で TMD 副質量の変位がこのエリアに来た場合、すでに大地震により TMD 構
造が破損していることを意味する。 
 


























- 94 - 
 
 
Figure 4-21 Relative displacement results for a TMD mass with a Taft EW seismic wave 
 







4.6.2 初期 High Response 性能について 
ここでは、前章と同様に、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD の初期 High 
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2 xx                              (4-27) 
式(4-27)により、地震が発生する時に、動作開始後 2t における変位を比較した。動吸






この現象を検証するために、地震波 Taft EW を入力信号として、洋上プラント振動モ
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(b) Acceleration responses 





器 TMD と、本章の提案する複合型の動吸振器 TMD を使用する場合における洋上プラ
ント振動モデルのエネルギー吸収量をそれぞれ計算して、その結果を図 4-22 と図 4-23
に示す。 
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Figure 4-24 Cumulative energy dissipations with Taft EW seismic wave 
 
図 4-22 は、東北地方太平洋沖地震 NS 波で加振する場合の衝撃振動エネルギー吸収






本章では、突発な地震に対応する初期 High Response 性能と、大地震による衝撃振動
エネルギー吸収性能を同時に考慮したうえで、従来の動吸振器の構成と異なり、独自に
混合型の動吸振器 TMD を提案した。また、数値解析と実験測定を用いて、提案した混
合型の動吸振器 TMD の制振効果と制振メカニズムを検討して、以下の結論が得られた。 
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デルとして最適な距離係数は 17%であることが分かった。 
(3) 混合型の動吸振器 TMD の設計法として、洋上プラント振動モデルと混合型の動吸
振器 TMD の 1 次固有振動数を一致させる方法を適用した。その結果数値解析と実
験測定による検証を行い、本章の提案する混合型の動吸振器 TMD の設計法の有効
性が確認できた。 










平洋沖地震(Fukushima) NS で加振した場合、変位応答の平均値は %4.25 、変位応答
の最大値は %2.42 低減し、加速度応答の平均値は %6.21 、加速度応答の最大値は
%8.23 低減した。また、地震波Taft EWで加振した場合、変位応答の平均値は %9.26 、
変位応答の最大値は %9.47 低減し、その加速度応答の平均値は %5.34 、加速度応答
の最大値は %9.47 低減した。地震波 El Centro NS で加振した場合、その変位応答の
平均値は %8.11 、変位応答の最大値は %4.21 低減し、その加速度応答の平均値は
%3.17 、加速度応答の最大値は %3.67 低減した。 
(7) 本章の提案する混合型の動吸振器 TMD を用いて確実に洋上プラント振動モデルの
振動応答を低減することが定量的に確認できた。 
(8) 混合型の動吸振器 TMD に使用している緩衝材への衝突による制振性能や衝撃振動
エネルギー吸収性能などについて詳細な検討を行い、本章の提案する混合型の動吸
振器 TMD に関する有益な知見を得られた。 
(9) 本章の提案した混合型の動吸振器 TMD は、地震の初期には瞬時に応答できる制振
性能を持っていると同時に、大地震が発生する時に有効に衝撃振動エネルギーを吸
収することができる。これまで存在していた、洋上プラントに TMDを適用する際の
動吸振器 TMDの設計に競合していた 2種類の問題を 1つの動吸振器 TMDの中に取
り込む方式による解決することができた。 
 













対応できる新しい動吸振器 TMD の研究開発は大きな課題となっている。 
本章では、この問題を解決する試みとして、同極の永久磁石間の反発力と距離との非
線形関係を活かして、通常のばねの弾性復元力の代わりに、TMD 構造の振動システム
に適用して、新たな非線形動吸振器 TMD を提案し検討を行う。 
 
5.1 非線形の磁石動吸振器 TMD の提案 
本章の提案する磁石動吸振器 TMD は、通常のばね－質量システムの代わりに、図 5-1
に示す永久磁石－質量を利用して考案する。 
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を利用して、動吸振器 TMD の適用周波数範囲が広がることを期待し検討を行う。 






Figure 5-2 Model of experiment method 
 
実際に図 5-1 に示す永久磁石－質量の動吸振器 TMD の永久磁石間の反発力と永久磁
石の表面間の距離の関係を定量的に把握するため、図 5-2 に示す実験装置を使い測定す
る。図 5-2 では、反発力の計測に用いるフォースゲージ（型番: AD-4932A-50N）は台湾
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距離 dx を読み取り、さらにフォースゲージから永久磁石の反発力 f を測定する。 
図 5-3 は、永久磁石の移動距離 dx と永久磁石の反発力 f の測定結果である。図中よ
り、移動距離 dx は 0 の時、質量は中央にある平衡位置にあるので、反発力 f は 0 にな
るが、移動距離 dx は大きくなるにつれて、反発力 f は移動距離 dx と明らかに非線形関
係となる。特に移動距離 dx が 15mm 以上になると、反発力 f は急激に大幅に高くなる
傾向が見えられる。 















Figure5-3 Repelling force of magnet damper 





                (5-1) 
さらに、式(5-1)に対して移動距離 dx に関する微分をすれば、次式のような永久磁石







































k               (5-2) 
式(5-2)より、永久磁石による等価ばね定数 mk は強い非線形特性を有しており、また、
図 5-3 により、式(5-2)の近似精度は非常に高いことが判る。 
 以上のように検討した永久磁石－質量の振動システムを用い、図 5-4 に示すような非

















Figure 5-4 Model of magnet damper 











 実際に永久磁石式動吸振器 TMD を洋上プラント振動モデルに適用する場合、図 5-4
の左図に示すように、洋上プラントの上部にある主質量の下に永久磁石式動吸振器








ト振動モデル、動吸振器 TMD および水槽を図 5-5 に示すように単純化して、さらに図
5-6 に示すような 2 自由度の振動解析モデルとして考える。 
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Figure 5-6 Systemic model of a jack-up offshore platform with Magnet damper 
 
図 5-6 では、 1m は洋上プラントの主質量、 1k は洋上プラントの細長い脚から換算し
た等価ばね定数、 1c は水抵抗から等価した減衰係数、 2m は TMD の副質量、 f は永久
磁石の反発力である。 Vx は地震入力加速度信号である。洋上プラントの主質量の変位
を 1x 、TMD の副質量の変位を 2x とする。 
図 5-6 に示す解析モデルの運動方程式は以下のように表される。 
 
Vm xmxxkxkxcxm  112111111 )(  ,                        (5-3) 
 
Vm xmxxkxm  21222 )(  ,                              (5-4) 
 
ここで、永久磁石による反発力から換算した等価ばね係数 mk は実験から得られた
非線形の補間式(5-2)で与えるが、ただし、図 5-3 に示す移動距離 dx は、洋上プラン
トの主質量の変位 1x と TMD の副質量の変位 2x の差で表し、次式で計算される。 


































)(                                (5-7) 
 
式(5-6)と式(5-7)を運動方程式(5-3)と式(5-4)に代入して、洋上プラント主質量の変位
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製作し、水槽中の砂の高さは 80 mm、水の深さ 400 mm とした。洋上プラント振動モデ




































Figure 5-8 Diagram of the testing system 
 
5.4.1 動吸振器 TMD の最適同調 
永久磁石の動吸振器 TMD を利用して、洋上プラント振動モデルの振動応答を最大限
に低減するように、前章と同様に動吸振器 TMD の最適同調を行う必要がある。 
まず、永久磁石の動吸振器 TMD を洋上プラント振動モデルに取り付けて、洋上プラ
ント主質量と TMD 副質量の間に相対変位を発生しないように固定させた状態で、洋上
プラント振動モデルの 1 次固有周波数を測定した後、振動台に周波数 0～8Hz の範囲を
0.02Hz の間隔で順番に正弦波で加振する Sweep 波を与え、洋上プラント振動モデルの
周波数応答関数を測定し、その周波数応答関数グラフから、洋上プラント振動モデルの
1 次固有周波数を求める。その結果、図 5-9 に示すように永久磁石の動吸振器 TMD を
取り付けた洋上プラント振動モデルの 1 次固有振動数は 2.64Hz となった。 
次に、永久磁石式 TMD を洋上プラント振動モデルから外し、振動台の上台面に固定



























Figure 5-9 Frequency response analysis of offshore platform 
 
Figure 5-10 Frequency response analysis of the magnet damper at different vibration amplitude 
 
 この周波数応答特性を利用して、ここでは、図 5-11 に示すように洋上プラント振動
モデルの固有振動数 2.64Hz が、動吸振器 TMD の周波数応答の最も高い領域 1.5Hz〜











































































Figure 5-11 Frequency response function of the offshore platform 
図 5-11 にスイープ加振実験で得られた共振曲線の検証結果を示す。スイープ加振実











るため、周波数 2Hz、2.5Hz、と 3Hz の正弦波を加振信号として振動台に入力して、永
久磁石式の動吸振器 TMD を使用すると使用しない 2 つの測定ケースに分けて、それぞ
れ振動応答を測定した結果を図 5-12、図 5-13 に示す。 
図では、黒い点線は動吸振器 TMD を使用しない場合、赤い実線は動吸振器 TMD を
使用する場合の洋上プラントの応答を示している。図 5-12 は洋上プラントの変位応答
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図より、洋上プラント振動モデルの振動応答が低減されていることが確認できる。特
に、正弦波 2.5Hz と 3Hz における永久磁石式の動吸振器 TMD は良好な制振性能を有す
ると言える。 
 

















(c) Displacement results for sinusoidal sweep signal at 3Hz 
































































































(c) Acceleration results for sinusoidal sweep signal at 3Hz 
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5.4.4 地震波による時間領域の制振効果の検証 
ここでは、実際の地震加速度波形の El Centro NS 地震波と Taft EW 地震波を入力信
号として、洋上プラント振動モデルを加振し、それぞれの洋上プラント振動モデルの
主質量の変位と加速度を測定した。結果を図 5-13、図 5-14 に示し、図中の赤い点線
は TMD 制振なしの結果で、黒い実線は TMD 制振ありの結果である。 
図 5-14(a)、(b)と(c)は、それぞれ El Centro NS 地震波、Taft EW 地震波と東北地方太
平洋沖地震(Fukushima) NS 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量の変位の




(a) Displacement result under the El-Centro NS seismic wave 
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(c) Displacement result under the Fukushima NS seismic wave 
Figure 5-14 Displacement responses of the platform subjected to the El-Centro NS, Taft EW and 
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(c) Acceleration result under the Fukushima NS seismic wave 
Figure 5-15 Acceleration responses of the platform subjected to the El-Centro NS, Taft EW and 
Fukushima NS seismic waves 
 
 図 5-14、図 5-15 に示す時間領域における変位と加速度の結果より、次の結論が
得られる。 
(1) 永久磁石式の動吸振器 TMD を使用しない状態に比べ、永久磁石式の動吸振器
TMD を使用したほうが、時間領域における変位と加速度は低減することが確認で
きた。 





図 5-9 に示す非線形特性を持つ永久磁石式の動吸振器 TMD の周波数応答関数の
ピーク幅が比較的に広い範囲であることの影響があると考えられる。 
(3) 本章の提案する永久磁石式の動吸振器 TMD を利用した場合、洋上プラント振動
モデルの制振効果が全面的に振動応答を低減する傾向が見えるが、通常のばね－
質量系の動吸振器 TMD に比較して、低減される振幅はやや小さいと見受けられ
ており、これは、図 5-10 に示す非線形特性を持つ永久磁石式の動吸振器 TMD の
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5.4.5 地震応答周波数領域の制振効果の検証 
実際の地震加速度波形の El Centro NS 地震波、Taft EW 地震波と東北地方太平洋沖
地震 NS 地震波を入力信号として、洋上プラント振動モデルを加振して、測定した
洋上プラント振動モデルの主質量の変位と加速度に対して、それぞれフーリエ変換を
行い、その結果を図 5-16、図 5-17 に示し、図中の赤い点線は TMD 制振なしの結果で、
黒い実線は TMD 制振ありの結果であり、図の横軸は周波数で、縦軸はパワースペク
トル密度（PSD）である。 
図 5-16(a)と(b)は、それぞれ El Centro NS 地震波、Taft EW 地震波と東北地方太平洋
沖地震 NS 地震波による洋上プラント振動モデルの主質量変位の周波数応答グラフ
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(c) Power spectral density of displacement for the Fukushima NS seismic wave 
Figure 5-16 Power spectral density of the displacement under seismic waves 
 
 
(a) Power spectral density of acceleration for the El-Centro NS seismic wave 
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(c) Power spectral density of acceleration for the Fukushima NS seismic wave 
Figure 5-17 Power spectral density of the acceleration under seismic waves 
 
図 5-16 と図 5-17 に示す周波数領域における変位と加速度の周波数応答結果より、
次の結論が得られる。 
(1) 動吸振器 TMD を使用しない場合、すべての変位と加速度の振動応答は、洋上プラ
ント振動モデルの 1 次固有振動数の周辺で最大となるピークになっている。これは
洋上プラント振動モデルに発生した共振現象と考えられる。 
(2) 動吸振器 TMD を使用する場合では、動吸振器 TMD を使用しない場合と比べて、
周波数応答が最も激しい周波数の周辺のパワースペクトル密度値は比較的大きく低
減することを示している。 
(3) 本章の考案する洋上プラントの 1 次固有振動数を、永久磁石式の動吸振器 TMD の
周波数応答関数の最も大きい領域の中心に一致させる手法は、洋上プラントに適用




指標  と J を用いて、本章の提案した永久磁石式の動吸振器 TMD の制振効果を評価す
る。 
ここでは、 値は TMD を使用する場合の平均的な振動応答と TMD を使用しない場
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表 5-1 は、地震波 El-Centro NS、Taft EW と東北地方太平洋沖地震 NS で加振する場
合、永久磁石式の動吸振器 TMD を用いて得られた制振効果の評価結果を示す。 
表中より、地震波 El-Centro NS で加振する場合、その変位応答の平均値は
%4.14%100*)856.01(  、変位応答の最大値は %9.16 低減して、その加速度応答の平
均値は %2.9%100*)908.01(  、加速度応答の最大値は %2.27 低減した。 
一方、地震波 Taft EW で加振する場合、その変位応答の平均値は
%8.9%100*)902.01(  、変位応答の最大値は %5.35 低減して、その加速度応答の平
均値は %7.4%100*)953.01(  、加速度応答の最大値は %5.52 低減した。 
地震波東北地方太平洋沖地震  NS で加振する場合、その変位応答の平均値は
%4.1%100*)986.01(  、変位応答の最大値は %3.4 低減して、その加速度応答の平均
値は %7.5%100*)943.01(  、加速度応答の最大値は %19 低減した。 
これらの評価結果より、本章の提案する永久磁石式の動吸振器 TMD は、確かに洋上
プラント振動モデルの制振装置として有効であることが確認できた。 
Table 5-1 Results of the evaluation indices 
Seismic 
excitation 
Displacement response Acceleration response 
  J    J  
El-Centro NS 0.169 0.856 0.272 0.908 
Taft EW 0.023 0.902 0.525 0.953 




TMD の制振性能が確認できたが、ここでは、引き続き永久磁石式の動吸振器 TMD の
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 まず、地震荷重を受ける洋上プラントの制振装置としては、一般的な衝撃振動に対す
る制振効果を持つ以外に、地震初期に瞬時的に応答できる初期 High Response 性能と
大地震の時に高い衝撃振動エネルギー吸収性能が求められる。 




 一方、図 5-3 に示す永久磁石式の動吸振器 TMD の等価剛性曲線を観察して、副質量





 従って、永久磁石式の動吸振器 TMD の等価剛性特性は、洋上プラントに適用する動
吸振器 TMDに求められる 2つの性能要求に適用している。例えば、地震初期では、TMD
副質量は中央部の平衡位置、すなわち移動距離 0 の位置から運動が開始するので、その










しては、図 5-10 に示すように、TMD の周波数応答関数は漸硬性の非線形特性があり、
その周波数応答の最も高い領域が比較的に広いため、動吸振器 TMD としての制振効果
の発揮する有効周波数範囲も広くなる可能性が考えられる。 
 表 5-1 の制振効果を、従来の第 3 章と第 4 章に示すばね－質量系の動吸振器 TMD の
制振効果に比べた。ばね－質量系の TMD の最適同調は 2 つの線形システムの単点ピー
ク型の周波数応答特性を合わせることに対して、永久磁石－質量系の TMD の最適同調
は 1 つの線形システムの単点ピーク型と、もう 1 つ非線形システムの連続ピーク型の周














5.5.2 初期 High response 性能について 
ここでは、第 3 章と第 4 章と同様に、本章の提案する永久磁石式の動吸振器 TMD の
初期 High Response 性能を検証するため、地震が発生する 3 秒以内に限定し、中心差分
法を用いて洋上プラント振動モデルおよび永久磁石式の動吸振器 TMD に関する運動方
程式を解析して、洋上プラント主質量と TMD 副質量の運動開始時間を比較することに
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式(5-18)により、地震が発生する時に、初めて動き出した時間ステップ 2t における変




























































Figure 5-19 Displacement responses for the Taft EW seismic wave 
 
この現象を検証するために、地震波 El Centro NS と Taft EW を入力信号として、洋上
プラント振動モデルを加振する時、最初の 3 秒までの振動応答を求め、洋上プラント主
質量と TMD 副質量の変位応答を比較した。その結果を図 5-18 図 5-19 に示す。 
図中より、地震が発生する 3 秒以内では、すべての変位応答の結果から、洋上プラン
ト主質量より、TMD 副質量のほうが先に運動を開始することを示している。よって、







れ計算した。その結果を図 5-20 と図 5-21 に示す。 






















































器 TMD の制振効果と制振メカニズムを検討して、以下の結論が得られた。 
(1) 永久磁石式の動吸振器 TMD の永久磁石間の反発力と副質量の移動距離との関係を
測定し、非線形等価ばね剛性曲線および補間関係式が得られた。 
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(5) 地震波加振による制振評価指標を用いて、永久磁石式の動吸振器 TMD を洋上プラ
ント振動モデルに適用した制振効果を評価した結果、地震波 El-Centro NS で加振す
る場合、変位応答の平均値は %4.14 、変位応答の最大値は %9.16 低減し、加速度応
答の平均値は %2.9 、加速度応答の最大値は %2.27 低減した。一方、地震波 Taft EW
で加振する場合、変位応答の平均値は %2.11 、変位応答の最大値は %5.35 低減し、
その加速度応答の平均値は %6.4 、加速度応答の最大値は %5.52 低減した。地震波東
北地方太平洋沖地震 NS で加振する場合、その変位応答の平均値は %4.1 、変位応答
の最大値は %3.4 低減して、その加速度応答の平均値は %7.5 、加速度応答の最大値
は %19 低減した。 
(6) 本章の提案する永久磁石式の動吸振器 TMD を用いるとに洋上プラント振動モデル
の振動応答を低減できることが定量的に確認できた。 
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初期 High Response 性能を持つ動吸振器 TMD を提案した。さらに、突発に発生した






































点から詳しく検証を行い、本章の提案する初期 High Response 型の動吸振器 TMD を用
いて洋上プラント振動モデルの振動応答を低減することが定性的に確認できた。また、
地震波加振による制振評価指標を用いて、TMD を洋上プラント振動モデルに適用した
制振効果を評価した結果、地震波 El-Centro NS で加振する場合、変位応答の平均値は
%95.71 、変位応答の最大値は %51.19 低減し、加速度応答の平均値は %61.67 、加速度応
答の最大値は %78.22 低減した。一方、地震波 Taft EWで加振する場合、変位応答の平均値
は %56.72 、変位応答の最大値は %09.18 低減し、その加速度応答の平均値は %94.55 、加
速度応答の最大値は %17.27 低減した。東北地方太平洋沖地震 NSで加振した場合、その変
位応答の平均値は %53.14 、変位応答の最大値は %74.22 低減し、その加速度応答の平均値




Response 型の動吸振器 TMD の制振メカニズムを明らかにした。本章の提案した初期
High Response型の動吸振器 TMDは、地震の初期には瞬時に応答できる制振性能を持ち、
従来の動吸振器 TMD より大きく改善できた。しかし、初期 High Response 性能を追求
するため、ダンパーを省略して TMD構造が簡略化されるので、大きな地震荷重に対応
する性能が低くなる欠点も存在しており、引き続き検討する必要がある。 
第４章では、突発な地震に対応できる初期 High Response 性能と大地震に対応できる
高い衝撃振動エネルギー吸収性能を同時に考慮した混合型の動吸振器 TMDを提案した。
まず、提案する混合型の動吸振器 TMD を洋上プラント振動モデルに適用する運動方程式



















る場合、変位応答の平均値は %4.25 、変位応答の最大値は %2.42 低減し、加速度応答の平
均値は %6.21 、加速度応答の最大値は %8.23 低減した。一方、地震波 Taft EW で加振する
場合、変位応答の平均値は %9.26 、変位応答の最大値は %9.47 低減し、その加速度応答の
平均値は %5.34 、加速度応答の最大値は %9.47 低減した。地震波 El Centro NSで加振した
場合、その変位応答の平均値は 、変位応答の最大値は 低減し、その加速度応答の平均値


























評価した結果、地震波 El-Centro NS で加振する場合、変位応答の平均値は %4.14 、変位
応答の最大値は %9.16 低減し、加速度応答の平均値は %2.9 、加速度応答の最大値は
%2.27 低減した。一方、地震波 Taft EW で加振する場合、変位応答の平均値は %2.11 、
変位応答の最大値は %5.35 低減し、その加速度応答の平均値は %6.4 、加速度応答の最
大値は %5.52 低減した。東北地方太平洋沖地震 NSで加振する場合、その変位応答の平
均値は %4.1 、変位応答の最大値は %3.4 低減して、その加速度応答の平均値は %7.5 、
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